
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 85% 92%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「審理期間が2年以内であったものの率及び判決数に関する調査」（訟務局訟務企画課，平成29年5月作成，対象期間：平成28年4月1日～平成
29年3月31日）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国の利害に関係のある訴訟についての法務大臣の権
限等に関する法律

主要政策・施策

％

899

　裁判の迅速化に関する法
律により，国を当事者とす
る訴訟についても，その第
一審手続をなるべく2年以
内の期間に終結させるとい
う努力義務が裁判所と当事
者に課されており，国も当
事者としてこの責務を全う
する必要があることから，
地方裁判所において言渡し
がされた第一審判決のう
ち，審理期間が2年以内で
あったものの率について，
19年度実績値である82.3%
以上を維持する。

実施方法

26年度

訟務事件の適正処理 担当部局庁 訟務局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 訟務企画課
訟務企画課長
松本　明敏

事業名

会計区分

29年度

19

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

▲ 19

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

　法務省，法務局及び地方法務局において，パソコン，プリンタ，データベース等の合理化機器や法律文献等を整備するなど執務環境を整え，執務資料を
作成するなどして，大型化・複雑困難化している国の利害に関係のある訴訟について，国の立場から適正かつ効率的な主張立証活動を行う。また，第一審
の訴訟手続については，2年以内に終局させることを目標としている裁判の迅速化に関する法律の趣旨を踏まえ，迅速な処理を目指す。

- -

901

▲ 2 ▲ 67

- -

地方裁判所において言渡し
がされた第一審判決のう
ち，審理期間が2年以内で
あったものの率

-

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

931

-19

826

昭和２２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　国の利害に関係のある訴訟の統一的・一元的な処理を適正に行うことにより，法律による行政の実現に寄与することを目的としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

899 832 923 984 1,056

776 855

執行率（％） 92% 93% 93%

-

-

-

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

105 104

82.3

85.6 86.2

82.3

104.7 -

82.3

-

▲ 27 -

984 1,056

関係する計画、
通知等

達成度

86.4

30

82.3

年度 年度-

202

-

-

-

984 1,056

事業番号 　 0055

-

29年度当初予算

782

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

訟務庁費

訟務旅費

-

-

-

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」76

　外国出張の拡充に必要な経費を要求した。
　準備書面データベースの機能改修に必要な経費を要求するとともに
インターナショナル・ジュディシャル・アドバイザー雇用経費を新規要求
した。
　OCR装置をプリンタ複合機のPDF化機能の活用により廃止し，削減
を図った。
　セキュリティ機器保守料につき故障頻度等を精査し，保守料の削減
を図った。

30年度要求

813

243

-

-

-



訟務組織における人的・物的
体制の充実強化

訟務組織における体制の充実

法律意見照会制度の積極的
利用の促進

法律意見照会制度の積極的な利
用

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「法律意見照会事件数に関する調査」（訟務局訟務企画課，平成29年5月作成，対象期間：平成28年4月１日～平成29年3月31日)

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

7,724

-

7,724

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

- -

目標定性的指標

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

人

活動指標

計算式 　円/件

-

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

訟務事件の既済件数（暦年）

-

29年度活動見込

55,269 52,224 58,198

活動実績

28年度

円

活動実績 件

当初見込み -

単位

計画開始時

裁判の迅速化又は事務処理体制の充実強化を図るた
めに開催した訟務担当者向けの研修，事件打合せ会等
の参加者数

28年度 29年度

達成度 ％

- - -

単位
-

人

775,681,16
6

/14,853

定量的な成果目標

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

27年度 28年度

件数

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-

単位

予算執行額 ／ 訟務事件の既済件数（暦年）

単位当たり
コスト

-

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

-

-

-

　法律意見照会の件数に
ついて，対前年度比増を目
標とする。

法律意見照会の件数

成果実績 件数

目標値

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

6,567 7,107 7,311

825,945,25
9

/14,944

27年度

854,804,95
3

/14,688

改革
項目

分野： -

施策の進捗状況（実績）

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　研修と打合せ会の充実により，訟務担当者の能力向上が図られるとともに事務合理化機器の積極的利用により事務処理の効率化を図ることは国
の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理をより一層促進することができる。また，法律意見照会制度の周知により，行政機関から法律意見
照会が出され，訟務としても，あらかじめ争点，問題点等について検討しておくことができるため，現実に訴訟が提起された場合においても，国の利害
に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理をより一層促進することができる。

-

- -
定量的指標

- - 109.7 - -

2,200 -

- 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

29 年度

2,157 2,200 2,413 - -

- - 2,413

26年度

7,583 7,038 8,410

- - -

27年度 28年度

14,944 14,853 14,688

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 国の利害に関係のある争訟の適正・迅速な処理（Ⅳ-11-（1））

政策 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（Ⅳ-11）

測
定
指
標

30年度

施策の進捗状況（目標）

30年度

・法律意見照会制度の周知

施策の進捗状況（実績）

　周知活動として，平成27年度に行った法律意見照会制度の説明
は，前年度451件から538件と増加している。なお，法律意見照会の
事件数は前年度2,157件から2,200件と増加した。

・各種研修の充実
・各種打合せ会の充実
・事務合理化機器の積極的利用

　平成27年度に開催した研修の実施回数は，前年度180回から163
回と若干減少したものの平成24年度から平成26年度までの3か年
度の平均値と比較すれば増加となっている。打合せ会等の実施回
数は，前年度142回から146回と増加している。
　事務合理化機器であるテレビ会議装置の利用実績は，全庁に導
入された結果，前年度の836回から1,477回と大幅に増加している。

目標 目標年度

目標年度

定性的指標

-

達成度 ％ -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



-

事業番号 事業名所管府省名

-

○

-

　国の利害に関係のある争訟に係る事務については，各省
ごとに行うのではなく，法務省の訟務部局に集中させて，国
として統一的・一元的に処理する制度が設けられており，効
率的かつ効果的に訟務事務を行っている。

○

評　価項　　目

　国の利害に関係のある訴訟を統一的・一元的に行うことに
よって，国民全体の利益と個人の権利・利益との間に正しい
調和が図られ，法治国家の理念というべき法律による行政
の原理が確保されることに寄与している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

　訟務事務の遂行に必要なものに限定している。

○

改善の
方向性

　訟務事務の適正な遂行のため，各要求事項についてその必要性等を精査するとともに，各種契約の締結に当たっては，競争性のある調達方
式により事業者を選定することなどして，コスト削減に努めることとする。

　本事業は，事業の目的に示すとおり，個別の国民と国との間の争訟において，国の立場から適切な主張・立証を行い，法と証拠に基づく適正
な解決を図るという重要な施策であることから，引き続き訟務事務を適正に遂行していく必要があるが，各要求事項についてその必要性等を精
査しＯＣＲ装置の廃止及びセキュリティ機器保守料の削減を図った。

‐

　迅速な裁判の実現という国民の要求に応えつつ，国の利
害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理を図るため，
限られた経費及び人員を十二分に活用する観点から，訟務
担当者向けの研修や事件打合せ会を実施するなどした結
果，そこで得られた成果を十分に発揮するなどしたことによ
り，地方裁判所において言い渡された第一審判決のうち，審
理期間が2年以内であったものの率が8割を超える高水準を
維持できている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　契約案件については，基本的に競争入札を実施している。
一者応札解消に向けては，公告期間を長めに設定できるよ
う早めに準備をする，入札実施について業者に連絡するなど
妥当な手続を行っている。
　また，競争性のない随意契約となったものについては，契
約の当初に入札により調達され，複数年のリースを行ってい
たものや契約の相手方以外から調達することが不可能であ
るものであり妥当である。
 なお，契約の相手方以外から調達することが不可能である
複数年度を前提とした契約を締結する場合，基本的に機器
更新の際に，国庫債務負担行為を活用する方法で契約を締
結することとしている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　「国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理」の
ため，必要不可欠な事業である。

　単位当たりのコストについては，極力削減に向けて努力し
ているが，相手方の訴訟対応，裁判所の訴訟指揮等の外部
要因に大きく左右されるものであるから，適正な水準設定が
困難である面も存在する。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　テレビ会議システムの活用により，旅費の縮減を図った。
　また，訟務重要判例集公開運用支援費について，工数の
見直しにより縮減を図った。

　成果実績は成果目標に十分見合ったものとなっている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　おおむね見込みに見合った実績を上げている。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0013

0070

0055

0010

0058

0010

0056平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

　外部有識者による点検対象外である。

　プリンタ複合機のPDF化機能の活用によりOCR装置を廃止し，削減を図った。また，セキュリティ機器保守料につき故障頻度等を精査し，保守料
の削減を図った。（▲4百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

縮
減

　各種調達について執行実績を踏まえた見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

法務省
855百万円

・訟務事務の遂行に必要な庁費及び旅費を法

務局・地方法務局に配分

・判例検索等データベースの利用等

・職員の旅費

・複写機保守，事務用品購入，複写機借料，イ

ンターネット通信費等

【一般競争契約（最低価格）等】本省からの予算配分

Ｂ．第一法規株式会社ほか
304百万円

Ａ．東京法務局ほか
509百万円

判例検索等データベースの利用等

旅費の支給

Ｃ．名鉄観光サービス株式会社ほか

42百万円

職員の旅費・訟務事務の遂行に必要な庁費及び旅費

Ｄ．リコージャパン株式会社ほか
365百万円

【一般競争契約（最低価格等）】

Ｅ．西鉄旅行株式会社ほか
144百万円

旅費の支給

職員の旅費複写機保守，事務用品購入，
複写機借料，インターネット通
信費等



51

金　額
(百万円）

A.東京法務局

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

20

判例検索等データベース利用

使　途

予算配分

B.第一法規株式会社
金　額

(百万円）

114

費　目 使　途

計 114 計 51

旅費 職員の旅費 24 雑役務費 複写機保守等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費訟務事務の遂行に必要な庁費及び旅費

費　目

C.名鉄観光サービス株式会社 D.リコージャパン株式会社

費　目 使　途

消耗品費 事務用品購入等 4

備品費 事務用品購入等 3

借料及び損料 複写機借料等 2

計 24 計 29

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 職員の旅費 26

計 26 計

E.西鉄旅行株式会社 F. 

費　目

0



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

職員G - 旅費 0.7 その他 - - -

職員I - 旅費 0.6 その他 - - -

職員B - 旅費 1.2 その他 - - -

職員C - 旅費 1.2 その他 - - -

職員E - 旅費 1.1 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員A - 旅費 2 その他 - - -

東京法務局

福岡法務局

名古屋法務局

大阪法務局

札幌法務局

広島法務局

仙台法務局

横浜地方法務局

高松法務局

福島地方法務局

株式会社大塚商会 1010001012983
包括ソフトウェアライセンス
供給契約

9
一般競争契約
（最低価格）

2 99.6％ -

準備書面作成支援システ
ム用パソコン賃貸借等

11
随意契約
（その他）

- 100％ -

昭和リース株式会社 9010001142187
訟務事務用モバイルパソコ
ン等賃貸借等

8
随意契約
（その他）

- 100％ -

東京センチュリー
リース株式会社

株式会社エル・アイ・
シー

6010401066253
法律雑誌等データベース
の利用

12
一般競争契約
（最低価格）

1 99％ -

6010401015821

5 - -

- -

4

9

- -

その他

その他

-

8

7

6

1

-

-

- -

-

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

-

- -

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 114

その他

その他

その他

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

2

99.6％

新日鉄住金ソリュー
ションズ株式会社

9010001045803
準備書面作成支援システ
ム用パソコンの据付・調整
等作業等

47

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

第一法規株式会社 7010401017486
判例検索等データベース
の利用等

51
一般競争契約
（最低価格）

1 -

一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％ -

株式会社JECC 2010001033475
テレビ会議システム用機器
等賃貸借等

40
国庫債務負担

行為等
- - -

6

7

4

5

リコーリース株式会
社

7010601037788
準備書面作成支援システ
ム用パソコン賃貸借等

21
国庫債務負担

行為等
- - -

10

8

9

株式会社さくらプラン
ニング

6030001048831
訟務事務関係資料等の翻
訳業務

9
一般競争契約
（最低価格）

3 95.2％ -

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
訟務重要判例集データ
ベースシステム運用管理業
務等

14
随意契約
（その他）

- 97.3％ -

3

4

1

2

名鉄観光サービス株
式会社

4180001033060 旅費 24 その他 - - -

7

8

5

6

職員D - 旅費 1.2 その他 - - -

9

10

職員H - 旅費 0.6 その他 - - -

職員F - 旅費 1.1 その他 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

52

39

35

12

11

8 - -

-21

- -

その他26

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

-

-

-

その他

その他

その他

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

訟務事務の遂行に必要な
庁費及び旅費

22



D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社中央ツーリ
スト

4360001001412 旅費 2 その他 - - -

ラド観光九州株式会
社

9330001008059 旅費 1 その他 - - -

株式会社タビックス
ジャパン

8010001050044 旅費 6 その他 - - -

株式会社JTB北海道 5430001007087 旅費 5 その他 - - -

東武トップツアーズ
株式会社

4013201004021 旅費 4 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

西鉄旅行株式会社 2290001009530 旅費 26 その他 - - -

株式会社NTT東日本
サービス

5011101069539 電話料等 11
随意契約
（少額）

- - -

富士ゼロックス株式
会社

3010401026805 複写機賃貸借，保守等 8
一般競争契約
（最低価格）

4 88.8％ -

理想科学工業株式
会社

9010401031452 事務用品購入等 7
一般競争契約
（最低価格）

1 95.1％ -

リコージャパン株式
会社

1010001110829 複写機賃貸借，保守等 29
一般競争契約
（最低価格）

2 80.5％ -

育栄建設株式会社 9010501001132 レイアウト変更作業等 16
一般競争契約
（最低価格）

10 90.2％ -

日本郵便株式会社 1010001112577 郵送 11
随意契約
（少額）

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

日立キャピタ
ル株式会社

B

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 6010401024970
準備書面作成支援システ
ム用パソコンの賃貸借等

87
一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％ -

1

4

5

2

3

株式会社東洋ノーリ
ツ

8010001024196 レイアウト変更作業等 18
一般競争契約
（最低価格）

5 84.8％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

新日本法規出版株
式会社

5180001036822 図書購入 9
随意契約
（少額）

- - -

10 株式会社大塚商会 1010001012983 事務用品購入等 7
一般競争契約
（最低価格）

4 91.9％ -

株式会社ぎょうせい 1010001100425 図書購入 7
随意契約
（少額）

- - -

1

2

5

6

3

4

株式会社日本旅行 1010401023408 旅費 7 その他 - - -

ニューワールドツーリ
スト中国観光株式会
社

4240001008675 旅費 7 その他 - - -

9

10

7

8

四国旅客鉄道株式
会社

1470001002014 旅費 2 その他 - - -

株式会社カンポトラ
ベル

7220001001893 旅費 2 その他 - - -


